
給与支払報告書の提出について（お願い）

《総括表の記載のしかた》
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特別徴収
住民税を給与天引し事業所
等で６月から翌年の５月の
年12回に分けて納めていた
だく方法です。事業所等で
住民税を給与天引できる人
数を記入してください。

普通徴収
個人に送付する納付書によ
り、年４回で住民税を納め
ていただく方法です。事業
所等で住民税を給与天引で
きない人数を記入してくだ
さい。

　日頃より市民税・県民税の賦課徴収事務につきましては、格別の御協力
を賜り厚くお礼申し上げます。
給与支払報告書（総括表）及び給与支払報告書（個人別明細書）の記載に
つきましては、次の点に留意していただきますようお願いします。

①個人の市町村民税の特別徴収について
　　地方税法321条の３により特別の事情により特別徴収ができない場合
を除き、特別徴収となっております。

②給与支払報告書の提出義務
　　所得税の源泉徴収義務のある事業所は、１月１日に給与の支払を受け
ている方について、市町村へ給与支払報告書を提出する義務があります。
退職者分についても給与支払報告書の提出が必要です。
　（年間給与支払額が30万円以下の退職者につきましても申告もれ等の原因に
なりますので一緒に提出をお願いします。）

③給与支払報告書の提出先・提出期限
　　給与の支払を受けている方の令和７年１月１日現在の住所地の市町村
に１月31日（金）までに提出してください。
　　住所については、住所変更がなされているにもかかわらず、前の住所
で送られて来る場合がよく見受けられますので、必ず１月１日現在の住
所地を確認した上で送付していただきますようお願いいたします。
　【市町村民税は、１月１日の住所地の市町村で課税することになってい
ます。】
　　提出後の訂正や追加については、「訂正分」・「追加分」と朱書きし
た上で、再提出してください。
　　なお、給与支払報告書の一番上に給与支払報告書（総括表）をつけて
ください。

④給与支払報告書（総括表）の記載のしかた⇨右に記載例を掲載しています。
⑤給与支払報告書（個人別明細書）の記載のしかた⇨裏面に記載例を掲載して
います。

⑥eLTAX（エルタックス）について
　　地方税ポータルシステム（エルタックス）を利用して給与支払報告書の
提出ができます。詳しくはエルタックスのホームページを参照してください。

⑦個人番号（マイナンバー）等について
　　平成28年１月以後の給与支払い分から、給与支払報告書への個人番号等の記載が必要
です。
　　法人番号又は個人番号を記載してください。なお、個人番号を記載する場合は左側を１
文字空けて記載してください。

問い合わせ　多久市役所  税務課  市民税係　電話 0952－75－2126

特別徴収納入書（納付書）の送付が必要ない場合は
不要を◯で囲んでください。

　前職分の給与を含んでいる場合は、必ず
給与支払報告書（個別明細書）の備考欄に
前職社名及び支払い金額をご記入ください。
記載がない場合は、含んでいないものとし
て取り扱います。

前職分給与（他社分給与）の
表示について

※提出後、退職・転勤等に
より特別徴収ができなく
なった場合は、必ず「給
与所得者異動届出書」を
提出してください。
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氏名のフリガナと生年月日は必ず記入してください。

1　住所・氏名・個人番号・受給者生年月日
　令和７年１月１日の住所を記入してください。

2　所得
　① 種別
　　 給料・賞与、専給等を記入してください。
　② 支払金額
　　 前職分を含む場合は摘要欄（6の②参照）に記入し

てください。

3　所得控除
　① （源泉）控除対象配偶者の有無等
　　有の場合に○を記入
　　Ⓒ有…配偶者控除の適用を受けた場合
　　Ⓔ老人…上記の有に○し、かつ、配偶者がＳ30.1.1

以前生まれの場合はこの欄にも○を記入
　② 配偶者（特別）控除の額
　　Ⓕ配偶者の合計所得㋑から算出します。
　　　配偶者控除を受ける場合は、配偶者特別控除を

受けることができません。
　③ 控除対象扶養親族の数
　　Ⓖ特　定…H14.1.2～H18.1.1生まれの人数
　　Ⓘ老　人…Ｓ30.1.1以前生まれの人数
　　Ⓗ同居老親…上記Ⓘに該当する直系尊属で同居し

ている人数
　　Ⓙその他…Ｓ30.1.2～H14.1.1生まれ及びH18.1.2～

H21.1.1生まれの人数
　④ 16歳未満扶養親族の数
　　 　16歳未満の扶養親族がいる場合は、人数を記入

してください。所得控除の対象ではありませんが、
市県民税の非課税判定、被扶養者の所得証明書発
行等に影響する場合がありますのでご注意くださ
い。

　　 ※H21.1.2以後生まれた人。
　　 ※障害者控除は、扶養控除の適用がない16歳未満

の扶養親族についても適用されます。
　⑤ 障害者の数
　　　 同一生計配偶者または、控除対象扶養親族・16歳未

満の扶養親族に該当する人の中での
　　Ⓛ特別障害者の人数
　　Ⓚ同居特別障害…特別障害者で同居している人数
　　Ⓜ特別障害者以外の障害者の人数

4　本人控除
　本人が未成年者、障害者、寡婦、ひとり親、勤労学
生に該当する場合は○を付けてください。
※R6. 12. 31の現況で判断します。
※「未成年者」はＨ19.1.3以後生まれた人。

5　所得控除の額の合計額
　3のⒸ～Ⓟと4の本人控除及び11の基礎控除を合算し
た金額。確認して記入してください。

《個人別明細書の記載のしかた》
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6　摘要
　① 扶養親族等に関する事項
　　　扶養親族が５人以上いる場合、氏名の前に数字
を付し、13の５人目以降の控除対象扶養親族又は
16歳未満の扶養親族の個人番号との対応が分かる
ようにしてください。16歳未満の扶養親族は、
氏名の後に（年少）と記載してください。

　　　同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）が
障害者、特別障害者等の場合は、氏名の後に
（同配）と記載してください。また、扶養者等に
退職手当等がある場合、氏名等を記載し氏名の
前に（退）と記載してください。

　② 前職分給与
　　　支払金額の中に前職分が含まれている場合は、
その給与支払者名、給与支払額、社会保険料、源
泉徴収税額を記載してください。

　③令和６年分所得税の定額減税に関する事項
　　　年末調整をした場合は、源泉徴収時所得税減税
控除済額（実際に控除した年調減税額）と控除外
額（年調減税額のうち年調所得税額から控除しき
れなかった金額）を記載してください。

　　　合計所得金額が1,000万円超の方で、同一生計配
偶者を年調減税額の計算に含めた場合は、非控除
対象配偶者減税有と記載してください。

7　生命保険料の金額の内訳（㋺～㋬）
　記載の金額から計算した控除額の合計が、Ⓞ「生命保
険料の控除額」と一致することを確認してください。

8　住宅借入金等特別控除の額の内訳
　住宅借入金等特別控除の適用がある場合は、必要事
項を記載してください。

9　国民年金保険料等の金額
　令和６年中に支払った国民年金保険料等（国民年金基金
の掛金も含む）の金額を記載してください。
Ⓝの内数になります。

10　旧長期損害保険料の金額
　Ⓟ「地震保険料の控除額」に旧長期損害保険料が含ま
れている場合は、本欄にも記載してください。

11　基礎控除の額
　基礎控除の額を記載してください。ただし、基礎控除
の額が48万円の場合には、記載する必要はありません。

12　所得金額調整控除額
　所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調
整控除の額を記載してください。

13 （源泉・特別）控除対象配偶者・控除
対象扶養親族・16歳未満の扶養親族

　５人以上いる場合は、５人目以降の欄に括弧書きの数
字を付し、個人番号のみ記載してください。

14　中途就・退職
　該当に○を付け異動年月日を記載してください。

6
（右詰で記載してください。）

5

1

2

9 10
11 12

3

7


